
Ⅰ　相談全体の概要

【図－1】相談件数の推移

　＊平成22年4月～平成23年3月に受け付けた東京都内の相談情報を、PIO-NET2010
　　（全国消費生活情報ネットワーク・システム）で分析したもの。

①　平成22年度の相談件数は125,706件となり、前年度より1.9％減少した。
  そのうち東京都受付件数が35,744件、区市町村受付件数が89,962件であった。（図－1）
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②　契約当事者の職業別分類をみると、最も多いのは「給与生活者」で、全体の37.5％を
　占める。また、前年度より増加が目立つのは「無職｣であり、前年度より9.8％増加した。
　（表－1）

【表－1】契約当事者の職業別分類（平成22年度）
（単位：件）
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平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

職業別分類 対前年度比

給与生活者 47,146 (37.5%) 50,260 (39.2%) 93.8%

自営･自由業 9,339 (7.4%) 9,159 (7.1%) 102.0%

家事従事者 19,028 (15.1%) 20,556 (16.0%) 92.6%

学生 5,475 (4.4%) 5,458 (4.3%) 100.3%

無職 26,273 (20.9%) 23,938 (18.7%) 109.8%

その他 18,445 (14.7%) 18,783 (14.7%) 98.2%

合　計 125,706 (100.0%) 128,154 (100.0%) 98.1%
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